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１ 目的 

  公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成 12年法律第 127 号）及び 

建設業法（昭和 24年法律第 100 号）に基づく適正な施工体制の確保等を図るため、市か 

ら直接建設工事を請け負った建設業者は、施工体制台帳を整備すること等により、的確 

に建設工事の施工体制を把握するとともに、市にその施工体制台帳を提出することによ

り、発注者においても的確に施工体制を把握することを目的とする。 

２ 対象工事 

  下請契約を伴う全ての工事とする。 

３ 記載すべき内容 

 建設業法第 24 条の７第１項及び建設業法施行規則（昭和 24 年建設省令第 14 号）第 14 

条の２に掲げる事項 

４ 提出する書類及び添付書類 

(１) 施工体制台帳（様式１） 

  添付書類 

ア 下請契約を締結した建設業者が請け負った建設工事の当初契約及び変更契約の契 

約書面の写し 

  イ 下請負人が請け負った建設工事の当初契約及び変更契約の契約書面の写し 

  ウ 監理技術者及び主任技術者の資格を有することを証する書面 

  エ 監理技術者及び主任技術者が下請契約を締結した建設業者に雇用期間を特に規定 

することなく雇用されている者であることを証する書面 

  オ 専門技術者（置いた場合に限る。）の資格及び下請契約を締結した建設業者に雇用 

期間を特に規定することなく雇用されている者であることを証する書面 

（２） 再下請負通知書（様式２） 

  添付書類 

再下請通知人が再下請人と締結した当初契約及び変更契約の契約書面の写し 

（３） 施工体系図（様式３） 

５ 提出の手続 

  下請契約を締結した建設業者は、台帳等について記載すべき事項又は添付すべき書類 

に係る事実が生じ、若しくは明らかとなった時に遅滞なく作成し、速やかに工事監督員 

へ提出するものとする。 


